
新潟県 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）」プロジェクト 

第 1回 推進委員会  

議事次第 

 

                       日時：平成 30年 9月 4日（火）17:00～19:00 

                       会場：新潟県自治会館３０１会議室 

 

 

 

1. 開会のあいさつ 

 

2. 議事 

（１） プロジェクト名称について 

（２） プロジェクト全体概要 

（３） 目指すべき方向性及び具体的な実現イメージ（案） 

（４） 具体的イメージ実現に向けた課題及び対応方針（案） 

 

3. その他 

（１） 事務連絡 
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■配布資料 

議事次第（本紙） 

資料１）プロジェクト推進委員会 委員名簿 

資料２）座席表 

資料３）第 1回プロジェクト推進委員会 検討資料 

別紙） 「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクト推進委員会設置要綱（案） 



※：座長　（敬称略・50音順）

氏名 所属・役職名等 区分

和泉　徹
北里大学名誉教授
（一般財団法人新潟県地域医療推進機構顧問）

学識経験者

浦野　正美
新潟県医師会
（新潟市医師会副会長）

県医師会代表者

曽根　博仁 新潟大学医学部教授 学識経験者

堂前　洋一郎 新潟県医師会理事 県医師会代表者

宮田　裕章 ※ 新潟県福祉保健部健康情報管理監 健康情報管理監

吉村　健佑
千葉大学医学部附属病院
病院経営管理学研究センター特任講師

学識経験者

（任期：平成31年３月31日まで）
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「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）」 

プロジェクト 

第1回プロジェクト推進委員会 検討資料 

資料3 

平成30年9月4日 
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議事次第 

（１） プロジェクト名称について ・・・ 3 

（２） プロジェクト全体概要 ・・・ 5 

（３）  目指すべき方向性及び具体的な実現イメージ（案） ・・・ 8 

（４） 具体的イメージ実現に向けた課題及び対応方針（案） ・・・ 14 

10分 共有 

意見交換 50分 

意見交換 30分 

5分 共有 
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（１）プロジェクト名称について 
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プロジェクト名称の変更 

県民へより良い医療・健康・介護サービスを提供していくことを目的としていることが
分かりやすく伝わるプロジェクト名称へ変更することをご提案します 

『新潟県民の医療・健康・介護を統合したケアのための 
新世代情報基盤（仮称）』プロジェクト 

（New Generation infrastructure for Total care in Niigata） 

（略称：NGT in Niigata） 
 

 

通称：『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）』プロジェクト 

『新潟県県民健康ビッグデータ』プロジェクト 

ご提案するプロジェクト名称 

旧プロジェクト名称 
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（２）プロジェクト全体概要 
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全体スケジュール概要 

今年度は『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）』構想及び要件定義書の作成
を行います 

2018年 2019年 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

イベント 作業概要 

プロジェクト推進委員会 

県民健康ビッグデータ構想策定 

 県民の導入メリット及び関
係者の役割検討 

• 具体的な実現イメージに基づく、県民
のメリット及び関係者の役割検討 

 実現に向けた課題及び対
応方針案の検討 

• データベース整備に向けた課題及び
対応方針案の検討 

 関係機関等に対する対応
方針の実現性確認 

• 関係機関等に対する対応方針の実現
性（データ収集方法等）確認・調整 

 ロードマップの検討 • データベース整備ステップを検討 

 『にいがた新世代ヘルスケ
ア情報基盤』構想（案）策定 

• 上記、検討結果を踏まえ構想（案）を
策定 

 『にいがた新世代ヘルスケ
ア情報基盤』構想最終化 

• ベンダーヒアリング、シンポジウム開
催結果を踏まえ、構想を最終化 

データベース要件定義  

 要件定義書（案）作成 
• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基
盤』構想を基に、データベース要件を
整理 

 実現性確認（ベンダーヒア
リング） 

• 要件定義書（案）を基に、概算費用、
構築期間等をベンダーへ確認 

 要件定義書の最終化 
• ベンダーヒアリング、シンポジウム開
催結果を踏まえ、要件を最終化 

シンポジウムの開催  

 開催方針の検討 • アジェンダ、告知方法等の方針検討 

 開催準備 
• 会場予約、アンケート票作成、県民告
知等の実施 

 アンケート取り纏め • 県民アンケート結果の取り纏め 

シンポジウム開催 

県議会 

プロジェクト推進委員会における
意見反映 

次年度予算要求 
県議会 
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プロジェクト推進委員会におけるアジェンダ（予定） 

プロジェクト推進委員会は全4回を想定しており、各回のアジェンダ（案）は以下の通り
を予定しています 

実施時期 

（予定） 
アジェンダ 概要 ゴール 

第1回 

（9月4日） 

• プロジェクト全体概要の確認 
• 目指すべき方向性及び具体的な実現イメージ
（案）の確認 

• 県民メリット及び関係者の役割の確認 

• 実現に向けた課題及び対応方針（案）の検討 

• 本プロジェクトにおける目指すべき方向性及び具体的な実現イ
メージ（案）の共有 

 
• 本プロジェクトの実現に向けた課題及び対応方針（案）に対する
意見交換 

• 目指すべき方向性及び実現イ
メージの合意 

• 実現に向けた課題及び対応方針
の共有・合意 

第2回 

（10月中旬） 

• シンポジウム開催方針の検討 
• 実現に向けた課題に対する対応方針の共有 
• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』構想
（案）（暫定版）及び要件定義書（案）（暫定版）
の検討 

• 全体の事業費（概算）の検討 
• ロードマップ案の検討 

• 県民向けシンポジウムのアジェンダ、告知方法等に対する意見交
換 

• 関係機関等の意見を踏まえた、課題に対する対応方針（データ取
得方法、患者同意方法等）の共有 

• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』構想（案）及び要件定義
書（案）（暫定版）に対する意見交換 

• ベンダーヒアリング結果を踏まえた全体の事業費（概算）及びロー
ドマップ（案）に関する意見交換 

• シンポジウム開催方針の合意 
• 課題に対する対応方針の合意 
• 全体の事業費（暫定版）、ロード
マップ（案）の合意 

第3回 

（11月下旬） 

• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』構想
（案）の確認 

• 要件定義書（案）の確認 

• 上記検討結果を踏まえ、『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』
構想（案）、要件定義書に対する意見交換 

• 『にいがた新世代ヘルスケア情
報基盤』構想（案）及び要件定義
書（案）の合意 

シンポジウム開催（2019年1月下旬～2月上旬予定） 

第4回 

（2月上旬） 

• シンポジウムの振り返り 

• 『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤』構想及
び要件定義書の修正方針の検討 

• シンポジウム県民アンケート結果の共有 

• 県民アンケート結果及びベンダーヒアリング結果を踏まえた、構
想（案）、要件定義書の修正方針に対する意見交換 

• 『にいがた新世代ヘルスケア情
報基盤』構想、要件定義書（案）
修正方針の合意 

本日の検討事項 
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（３）目指すべき方向性及び具体的な実現イメージ（案） 
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『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）』の必要性及び目指すべき方向性（案） 

本プロジェクトの実現により、“県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせ
る社会の構築”を目指します 

『オーダメイド型の保健指導』 『県民が安心して暮らせる環境整備』 

県民の健康寿命を伸ばし、いつまでも自分らしく暮らせる社会の構築 
データを効果的に組み合わせ、活用することにより、 

県民の健康づくりを支援するとともに、 

県民がどこに住んでいても安心して医療・介護サービスを受けられる環境を 
実現します 

健診・保険請求データを把握し、各ライフス
テージで発生し得る県民の健康上の問題を先

回りして改善を促します 

臨床・介護現場データを把握し、入院から
在宅まで切れ目のない適切な医療・介護サー

ビスを県民に提供します 

『健康増進に寄与する質の高いサービスの提供』 
ひもづけされた両データを活用することにより研究開発を促進し、健康・医

療・介護サービスの質の向上を図り、県民の健康増進に還元します 

両者を統合 

• 個人の健康状態に応じた最適な医療・介護サー
ビスを受けられることにより、日常生活を支障な
く過ごせる期間の延伸 

• 他施設・多職種間の情報共有を図り、限られた医療・介護
資源の中で効果的な医療・介護連携体制の構築 

 

• 研究開発環境の整備など、一人ひとりの個性やニーズに
応じたキャリア形成の支援による医療従事者の確保 

県民 医療・介護現場 

• 被保険者に対する重症化予防へ取り組み、医
療・介護給付費の最適化による財政基盤の健全
化 

保険者 

『にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）』の必要性（ニーズ） 
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協会けんぽ等データ 

ＮＤＢデータ （全国の電子化したレセプト約60
億件・特定健診約９千万件の情報） 

国保・介護等データ 

特定健診情報 

国民健康保険医療情報 
（医科、歯科、調剤など） 

後期高齢者医療情報 

介護保険情報 

レセプト情報（医科、歯科、調剤など） 

特定健診情報等 

県内の地域医療連携 
ネットワークとの協調 

県立病院の統合ＤＢ電子カルテ 

共通テンプレート 

「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤（仮称）」プロジェクトの具体的な実現イメージ 【案】  

全国の標準項目 

全国保健医療情報ネットワーク 

県の必要項目 

【取組③】 
• 個人の健康状態等に合わせた最適な治療法、保
健医療関連サービスの選択ができる 

• 自らの健康状態の維持・向上に役立てることがで
きる 

【取組①】 

• 各県民個々人の健康
課題を先回りした効
果的なオーダーメイド
型の保健指導を受け
ることができる 

【取組②】 
• どこに住んでいても
適切な医療・介護
サービスを受けること
ができる 

• 重複検査や投薬の抑
制による費用負担の
低減につながる 

県民のメリット（Output） 

独自性２：国の標準項目と独自テンプレの 

一部採用 

独自性３：入院時から在宅まで情報共有 

独自性４：画像や遠隔医療の採用検討 
個人情報をひもづけ 

• 紹介、救急搬送等の様々な局面において、
患者の過去の診療履歴を参照し、適切な医
療・介護サービスを提供 

 

• 異なる施設の医療・介護従事者間で患者情
報の共有やコミュニケーションの実施 

医療・介護現場の役割 
• 各ライフステージにおける健康課題を解明し、
県民に対して適切な保健指導等を実施 

 

• 保険者間の異動が発生した県民に対しても、
重症化予備群を早期発見・指導を実施 

• 健診・保険請求データの分析により、行政施
策の立案・展開 

保険者の役割 

行政の役割 

• データ利活用による疾病発生の原因究明・治
療法の開発、保健医療関連サービスの開発 

学術団体・企業の役割 

• 治療経過と治療結果を把握し、被保険者に対
するきめ細かな保健指導、受診勧奨等を実施 

保険者の役割 

①健診・保険請求データの集約 

③新世代情報 
基盤の構築 

独自性１：データの
先行収集 

②臨床・介護現場データの集約・連携 

独自性５：保険者データ 
とカルテ（検査） 
データの統合 
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「①健診・保険請求データの集約」の実現による県民メリット及び関係者の役割 

県民のライフステージに応じた医療費・健康状態を追跡可能となることで、精度の高
い分析ができ、県民個人に対してオーダメイド型の保健指導等を実現します 

【取組の特徴】 

国民健康保険、被用者保険（協会けんぽ等）それぞれが個別に管理する情報を連結することにより、保険者間
の異動が発生した場合でも個人のライフステージに応じた医療費・健康状態をトレースすることが可能となる 

県民のメリット 

• 各ライフステージで発生し得る県民個々人の健
康課題を先回りしたより効果的なオーダメイド型
の保健指導、イベント告知等のサービスを受け
ることができる 

（利用シーン） 

• 個人の健康意識の醸成や行動変容につながる分析
結果、健康改善に資する情報等を県民へフィード
バック・活用 

• 県全体の健診・保険請求データ（医療・介護費、患

者の受診先等）の分析により、行政施策を立案・展

開する 

行政の役割 

保険者（国保、被用者保険）の役割 

• 各保険者が個別に医療費等を分析するより精度が高
い分析ができるため、成人から老年期までにつながる
疾病や健康上の課題を抽出・解明し、県民のライフス
テージに応じた適切な保健指導等を行う 

 

• 保険者間の異動が発生した県民に対しても、糖尿病
等の重症化予備軍を早期発見・指導を実施する 

体力
精神
健康度

日常活動量

ソーシャル
キャピタル

住・職
環境

ヘルス
リテラシー

疾病リスク

健幸度
28

Ａ地区
Ｂ地区

食習慣

栄養指導案内 フィットネス等の 
イベント案内 

健診・保険請求デー
タを活用した指導 
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「②臨床・介護現場データの集約・連携」の実現による県民メリット及び関係者の役割 

多職種間における診療等情報の連携強化により、県民が安心して暮らせる環境を実
現します 

５ 

【取組の特徴】 
入院・在宅・救急等の情報を一元管理し、異なる局面、職種においてリアルタイムで情報共有を図ることに

より、県民に対して効果的な医療サービスの提供が可能となる 

県民のメリット 

• どこに住んでいても入院から在宅まで切れ
目なく適切な医療・介護等のサービスを受け
ることができる 

 

• 重複検査や投薬の抑制による費用負担の低
減につながる 

（利用シーン） 

• 県民に対して医療等情報をフィードバックするこ
とで、かかりつけ医以外の医療機関等を受診時
に保健医療情報を提供 

 

医療・介護現場の役割 

• 紹介、救急搬送等の様々な局面において、これまでの患
者の診療履歴を参照する 

 

• 容易に他医療機関の診療記録を参照し、適切な医療・介
護サービスを患者に提供する 

 

• 限られた医療・介護資源の中で、迅速に異なる施設にお
ける医療・介護従事者間で患者情報の共有やコミュニ
ケーションを図る 

中核病院 

診療所 後方支援病院 

介護施設 

切れ目のない適切な医療・介護等のサービスの享受 
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「③県民の健康情報基盤の構築」の実現による県民メリット及び関係者の役割 

県民一人ひとりの情報が有機的に連結することで、県民に寄り添った健康増進に寄
与する様々な取組（新たな治療法・サービス創出等）の実現が期待できます 

【取組の特徴】 
県民一人ひとりの健康・医療・介護のデータが有機的に連結されるため、個人の治療経過を把握できる

とともに、質・量ともに優れたデータ分析・利活用により研究開発等の促進が可能となる 

県民のメリット 

• 個人の健康状態等に合わせた最適な治療法、
保健医療関連サービスの選択ができる 

 

• 自ら健康状態の維持・向上に役立てることがで
きる 

（利用シーン） 
• 新たな治療法、保健医療関連の新サービスを利用 

 

• 個人の医療・健康情報等と連携したアプリ（重症化
予防等）の利用 

学術団体・企業の役割 

• データ利活用による疾病発生の原因究明、治療
法の開発、保健医療関連の新サービスの開発
などを実施 

• 重症化予備軍等の治療経過（診療情報）と治療
結果（レセプト情報）を把握し、被保険者に対して
きめ細かな保健指導、受診勧奨等を実施 

保険者（国保、被用者保険）の役割 

健康改善アプリ利用による 
健康維持・向上 

最適な治療・保健関連
サービスの提案 
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（４）具体的イメージ実現に向けた課題及び
対応方針（案） 
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「①保険関連データの集約」実現に向けた課題 

保険者が所有するレセプト情報等をどのように収集するかがキーポイントとなります 

支払基金 

国保連 

調剤薬局 

医療機関 

介護施設 

介護レセ 

医科・調剤
レセ 

医科・調剤
レセ 

被用者保険（協会けんぽ、組合健保等） 

市町村 

医科・調剤
レセ 

健診情報 

介護レセ 
医科・調剤
レセ 

健診情報 

NGT 

 

 医科・調剤
レセ 

健診情報 

介護レセ 

Ｇ
Ｗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健診機関 

課題①-1 

課題①-2 

課題①-3 

課題①-1（市町村所有情報の収集） 

課題①-2（被用者保険所有情報の収集） 

課題①-3（保険者間のデータ突合、運用管理組織の整備） 

（①-2-1）個人情報保護法に準拠した合意（同意）取得方法の検討（被用者保険、患者本人） 
→目的外利用にあたるため、被保険者本人からの同意が必要 

（①-2-2）データ取得方法（オンライン連携、媒体連携等）、データ収集環境・ネットワーク環境等の整備、保険者との役割・費用分担
の調整が必要 

データ収集イメージ 

（①-1-1）市町村から情報提供に対する合意取得方法（説明会、訪問等）の検討 

（①-1-2）データ取得方法（オンライン連携、媒体連携等）、データ収集環境・ネットワーク環境等の整備、保険者との役割・費用分担 
の調整が必要 

（①-3-1）個人情報データの突合方法の検討 

（①-3-2）拡張性（取組①～③）を意識したデータベース（DB）、機能要件（分析機能等）の検討 

（①-3-3）運用管理組織の検討 

GW：ゲートウェイサーバ 
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課題 協議対象 対応方針（案） 備考（補足、懸念事項等） 

課題①-1（市町村所有情報の収集） 

（①-1-1）市町村から情報提供に対する

合意取得方法（説明会、訪問等）の検
討 

ー 

• 市町村国保（30団体、県人口の約23.1%（平成27年度））に

データ利活用に対する協力依頼を通知するとともに、必要に
応じて個別説明を実施 

• 都道府県が市町村とともに共同保険者になっても、レセ
プト情報等は市町村の保有する個人情報であるため、
県がデータ活用する場合には第三者提供に該当し、各
市町村から合意を得ることが必要 

• なお、県のデータ利活用可能範囲は別途確認が必要 

 

• 国保組合（医師国保、薬剤師国保、建築国保）は被用者
保険と同様に個別に調整、本人同意が必要 

（①-1-2）データ取得方法（オンライン連

携、媒体連携等）、データ収集環境・
ネットワーク環境等の整備、保険者と
の役割・費用分担の調整が必要 ● 

（P19 参照） 

• 健診情報やレセプト情報等の生データを格納するDBを整備

し、各市町村（国保連合会）からセキュアなネットワーク経由
でデータを連携 

 

• データ抽出作業は各市町村（国保連合会）へ依頼し、市町村
（国保連合会）からのデータ連携に係る環境整備費、DB整

備費・保守費等の負担者・負担方法は別途整理する概算費
用を踏まえ検討 

• 国保レセプトや介護レセプト等の個人情報のひもづけ、
及び学術団体などへ匿名化情報を提供するための新た
なDBを整備 

 

• 被用者保険情報のデータ収集を視野に入れたDB設計
が必要（課題（①-2-2）と関連） 

課題①-2（被用者保険所有情報の収集） 

（①-2-1）個人情報保護法に準拠した合

意（同意）取得方法の検討（被用者保
険、患者本人） 

ー 

• 新潟県内の組合健保（P18の対象組合参照）、及び協会け

んぽ（新潟支部）に対して、レセプト情報等の提供に対して個
別協力を依頼 

• 個人情報保護改正により、要配慮個人情報の第三者提
供にあたっては、本人同意の取得が必要 

ー 
• 本人同意取得方法として、保険者から被保険者に対して通
知し、同意を取得 

• 保険者が被保険者に直接通知することが難しい場合に
は、健診時等において本人同意を取得する等を検討（各
保険者と要調整） 

（①-2-2）データ取得方法（オンライン連

携、媒体連携等）、データ収集環境・
ネットワーク環境等の整備、保険者と
の役割・費用分担の調整 

● 
（P19 参照） 

• 課題（①-1-2）同様に、データ格納DBを整備し、各保険者か
らセキュアなネットワーク経由でデータを連携 

• データ抽出作業は各保険者に依頼し、各保険者からのデー
タ連携に係る環境整備費の負担者・負担方法は要検討 

• 被用者保険に対してデータ抽出作業を依頼する場合に
は、作業依頼費が発生する可能性がある 

「①健診・保険請求データの集約」実現に向けた課題に対する対応方針（案） 

今後、データベース整備に係る概算費用試算に向けた要件を整理するために、協議
対象に「●」が記された課題に対する対応方針について特に協議頂きたい 

「●」：委員会において、対応方針（案）を
特に協議頂きたい課題 
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「①健診・保険請求データの集約」実現に向けた課題に対する対応方針（案） 

（続き） 

課題 協議対象 対応方針（案） 備考（補足、懸念事項等） 

課題①-3（保険者間のデータ突合、運用管理組織の整備） 

（①-3-1）個人情報データの突合方法
の検討 

ー 

• 氏名、性別、生年月日にて個人情報を自動的に突合 • 該当者が複数存在する場合には、該当者一覧表示等に
て、手動でひもづけできる機能を具備する 

 

• さどひまわりネットでは、氏名・性別、生年月日で名寄せ
し、レセプト情報が収集された際に、被保険者番号を自
動登録し、名寄せ作業を補完 

（①-3-2）拡張性（取組①～③）を意識し
たデータベース（DB）、機能要件（分析
機能等）の検討 

ー • データベース構造は、システムベンダーへ実現方法を確認
後に整理 

• 取組①～③のDBを論理的に分離する方針とするか、物

理的に分離する方針とするか、実現性を踏まえ、今後検
討 

● 
（P19参照） 

• 機能拡張性を確保するために、基盤機能とアプリ機能を分
離して整備 

基盤機能：ポータル機能、個人情報突合機能、利用者認証 

アプリ機能：データ利用申請機能、データ抽出機能、匿名
化処理機能 など 

• アプリケーション機能は、委員会における意見等を踏ま
えた上で整理 

（①-3-3）運用管理組織の検討 

ー 
• 運用管理組織は、行政機関、保険者、その他組織など様々
な組織が考えられ、データ収集・提供に係る関連法令の解
釈を整理したうえで検討します 

• データ収集における本人同意要否、第三者へのデータ
提供可否（匿名化、非匿名化）などの観点を踏まえ、最
適な運用管理組織を検討する 

「●」：委員会において、対応方針（案）を
特に協議頂きたい課題 
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新潟県内健康保険組合一覧 

【課題①-2-1】新潟県内に所在する組合健保は15組合存在し、協力確度が高い組合
健保を優先的に情報提供を依頼することを想定しています 

項番 健保組合 業種 企業名 本社 従業員数 

1 植木組健康保険組合 建設業 株式会社植木組 柏崎市 600名 

2 コロナ健康保険組合 金属工業 株式会社コロナ 三条市 連結 2,322名 単体 1,744名 

3 新興プランテック・ニイガタ健康保険組合 機械器具製造業 新興プランテック株式会社 神奈川県横浜市 1,010名 

4 大光銀行健康保険組合 金融業、保険業 株式会社 大光銀行 長岡市 882人 

5 第四銀行健康保険組合 金融業、保険業 株式会社 第四銀行 新潟市 2,332人 

6 ツガミ健康保険組合 機械器具製造業 株式会社ツガミ 東京都中央区 2,419 名 

7 デンカ健康保険組合 化学工業・同類似業 デンカ株式会社 東京都中央区 連結5,944名 単体3,011名 

8 直江津電子健康保険組合 機械器具製造業 直江津電子工業株式会社 上越市 648人 

9 新潟県農業団体健康保険組合 複合サービス業 ー ー 被保険者数：16,550人 

10 新潟トヨタ自動車健康保険組合 飲食料品以外の小売業 新潟トヨタ自動車 株式会社 新潟市 361名 

11 新潟日産自動車健康保険組合 飲食料品以外の小売業 新潟日産自動車株式会社 不明 279名 

12 新潟臨港健康保険組合 運輸業 新潟臨港病院 新潟市 不明 

13 日本精機健康保険組合 機械器具製造業 日本精機株式会社 長岡市 （連結）13,927名 、（単独） 1,765名 

14 ビー・エス・エヌ健康保険組合 情報通信業 株式会社BSNアイネット 新潟市 473名 

15 北越銀行健康保険組合 金融業、保険業 株式会社北越銀行 長岡市 1,486名 

出所：健康保険組合連合会HP、各企業HP 
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「①健診・保険データの集約」実現方法（案） 

【課題①-1-2,①-2-2,①-3-2）】クラウド環境に必要なデータ、機能、サービスを集約す
ることで、各現場の環境整備に係る負担を最小限に抑えた仕組みを検討しています 

GW 
市町村 

（新潟県国保連合会） 

介護レセ 
（国保・後期高齢） 
医科・調剤レセ 

健診情報 

GW 
被用者保険 

（協会けんぽ、組合健保等） 

医科・調剤レセ 健診情報 

NGT（クラウド環境） 

健診情報 

介護レセ 

医科・調剤レセ 

匿名化処理機能 

基盤部分 

個人情報突合機能 

標準連携インターフェース（API） 

利用者認証 

データ抽出機能 データ利用申請機能 

ポータル機能 

運用管理組織 

Ｆ
Ｗ 

G

W 

GW 

セキュアな 

ネットワーク 
セキュアな 

ネットワーク 

・・・ 

レセプト情報、健診情報等を月次でNGT（クラウド環境）へ連携 

（課題①-1-2,①-2-2） 
• データ収集方法は、各保険者と実現方
法を確認・調整した上で整理 

• データ連携に必要な環境整備（端末、
AP、ネットワーク等）に係る費用負担
者・負担方法は別途検討 

（課題①-3-2） 
• アプリケーション機能は委員会の検討結果を踏まえ整理 

G

W 

データ提供 

（課題①-1-2,①-2-2） 
• DB整備費、保守費等の負担者・負担方法
は別途整理する概算費用を踏まえ検討 

（課題①-1-2,①-2-2） 

• データ利活用に必要な環境整備（端末、ネット
ワーク等）に係る費用負担者・負担方法は別
途検討 

ログ管理機能 

FW：ファイアウォール、GW：ゲートウェイサーバ、API：アプリケーションプログラミングインターフェース 
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「②臨床・介護現場データの集約・連携」実現に向けた課題 

参加施設及び同意患者数をどのように確保するか、組織形態が異なる施設を束ねる
運用管理組織をどのように整備するかがキーポイントとなります 

NGT 

 

 標準項目 

糖尿病関連
項目 

その他項目 

県立病院 

他病院 

（大学病院等） 

薬局 

病院局DB 

テンプレート 

テンプレート 

テンプレート 

Ｇ
Ｗ 

厚生労働省 

 

保険医療記録
共有システム 

Ｇ
Ｗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題②-1 

課題②-2 

課題②-1（医療機関等からの情報収集） 

（②-1-1）データ収集施設（医療機関、歯科診療所、薬局、地域医療連携NW等）
に対する参加協力の依頼方法の検討 

（②-1-2）保健医療記録共有システムで想定するデータ項目（標準項目）に加え、
その他収集対象データ項目の検討 

（②-1-3）既存の地域医療連携ネットワークとの役割（既存活用、集約等）の検討 

（②-1-4）データ連携方法（随時、日時、手動、自動等）の検討 

→医療従事者等の作業負担軽減や費用対効果を踏まえ検討が必要 

（②-1-5）データ連携環境・ネットワーク環境等の整備、参加施設との役割・費用
分担の調整が必要 

（②-1-6）本人同意の取得方法の検討 

（②-2-1）拡張性（取組①～③）を意識したデータベース
（DB）、機能要件（情報参照機能等）の検討 

（②-2-2）各施設から情報収集するためのベンダーに依存
しない仕組みの検討 

課題②-2（医療等情報の管理） 

 

 

 

 

課題②-3 

新潟県の保健医療記録共有
システムとして運用 

課題②-3（運用管理組織の整備） 
（②-3-1）運用管理組織の検討 

→組織形態が異なる施設が参加するため、組織形
態に依存しない管理組織（新潟県、協議会、新法人
設立等）の検討が必要 

データ連携イメージ 

医科診療所 

テンプレート 

歯科診療所 

テンプレート 

地域医療連携
NW参加施設 

テンプレート 

地域医療連
携NWDB 

※介護施設等に対して情報提供する場合
には、情報提供範囲を別途検討が必要 
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今後、データベース整備に係る概算費用試算に向けた要件を整理するために、協議
対象に「●」が記された課題に対する対応方針について特に協議頂きたい 

課題 協議対象 対応方針（案） 備考（補足、懸念事項等） 

課題②-1（医療機関等からの情報収集） 

（②-1-1）データ収集施設（医療機関、歯
科診療所、薬局、地域医療連携NW等）に
対する参加協力の依頼方法の検討 

ー 

• 医師会・歯科医師会・薬剤師会等から参加協力を依頼
するとともに、説明会等を開催し、参加協力を依頼 

• 全ての施設に一緒に導入することは難しいため、優先
的に情報収集すべき施設、又はエリアを要検討 

• 病院：131、医科診療所：1,688、歯科診療所：1,168（以
上、平成28年医療施設（動態）調査）、薬局：1,131（第2

編 保健衛生 第4章 薬事（H28)） 

（②-1-2）保健医療記録共有システムが想

定するデータ項目（標準項目）に加え、収
集対象データ項目の検討 

● 

• 「標準項目」＋「糖尿病関連項目（J-DREAMS）±α」の
情報を収集 

• 「標準項目」は国（保健医療記録共有サービス）、「±α項
目」は病院局の検討状況を踏まえ整理 

（②-1-3）既存の地域医療連携ネットワー
クとの役割（既存活用、集約等）の検討 

● 

• （案A）既存の地域医療連携ネットワークに影響せずに、

当該ネットワークも参画できる情報収集の仕組みを整
備 

• 既存の地域医療連携ネットワーク運営組織への参加依
頼の調整、機能追加（テンプレート機能等）が別途必要 

• （案B）全県的な仕組みを既存の地域医療連携ネット
ワークシステムに統一し、テンプレート機能を付加 

• 早期に整備できる一方で、別システムを利用している既
存の地域医療連携ネットワークとの調整が必要 

（②-1-4）データ連携方法（随時、日時、手
動、自動等）の検討 

● 
（P23参照） 

• （案A）電子カルテ等の病院システムに格納されている

情報は自動的にテンプレートに反映し、それ以外は医
療従事者がテンプレート入力し、情報を連携 

• 病院システムからの取得情報はテンプレート項目に依存 

 

• 県内の病院システム導入ベンダー個別に仕様調整が必
要となるため、整備費用増につながる 

 

• データ連携するためのセキュアなネットワーク環境整備
が必要 

• （案B）クラウドサービスを整備し、医療従事者がテンプ
レートに必要情報を手入力し、情報を連携 

• 個人情報が含む情報を連携するため、セキュアなネット
ワーク環境整備が必要 

 

• 整備費用抑制にはつながるが、患者情報を含め全て手
入力となるため、医療従事者の作業負荷増、入力間違い
等が懸念される 

 

• 各施設のセキュリティポリシーによっては、診療系端末と
は別端末からの入力が必要になる可能性もある 

「②臨床・介護現場データの集約・連携」実現に向けた課題に対する対応方針（案） 
「●」：委員会において、対応方針（案）を

特に協議頂きたい課題 
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「②臨床・介護現場データの集約・連携」実現に向けた課題に対する対応方針（案） 

（続き） 

課題 協議対象 対応方針（案） 備考（補足、懸念事項等） 

課題②-1（医療機関等からの情報収集） 

（②-1-5）データ連携環境・ネットワーク

環境等の整備、参加施設との役割・費
用分担の調整 ー 

• DB構築費に加え、参加施設のデータ連携環境整備

に係るイニシャル費用及びランニング費用（保守費、
組織運営費）の負担者・負担方法は別途整理する概
算費用を踏まえ検討 

• 既存の地域医療連携NWでは、参加施設から利用料を徴
収し、保守費や組織運営費に充当しているケースが多い 

 

• 利用料の設定方法は、病床規模別、施設分類別などの
様々な負担方法がある 

（②-1-6）本人同意の取得方法の検討 

● 

• （案A）オンライン資格確認時に、受付時に画面（モニ
タ）上で同意取得 

• 2020年度から開始予定のオンライン資格確認の普及状況
に左右されるため、整備時期を踏まえ検討が必要 

• 各施設において、オンライン資格確認機能の整備時に同意
画面も合わせて整備することが有用 

• （案B）書面にて包括同意又は施設毎に個別同意を取
得 

• 多くの既存の地域医療連携NWでは書面で同意を取得 

• 各施設から同意取得の事前協力を得る必要がある 

課題②-2（医療等情報の管理） 

（②-2-1）拡張性（取組①～③）を意識し
たデータベース（DB）、機能要件（情報
参照機能等）の検討 

ー 
• データベース構造は、システムベンダーに対する実現
方法を確認後に整理 

• 取組①～③のDBは論理的に分離する方針とするか、物理
的に分離する方針とするか要検討 

● 
（P23参照） 

• 機能拡張性を確保するために、基盤機能とアプリ機
能を分離して整備 

基盤機能：ポータル機能、患者ID連携、利用者認証、
同意患者管理 

アプリ機能：テンプレート入力機能、診療情報参照機
能 など 

• アプリ機能は、各委員のご意見等を踏まえた上で整理 

 

• 医療等IDにより施設間の患者情報をひもづけすることがで
きれば、医療等ID連携機能を個別に整備する必要性は低
いと想定される 

（②-2-2）各施設から情報収集するため
のベンダーに依存しない仕組みの検討 

● 
（P23参照） 

• クラウドサービスを利用し、医療従事者がテンプレート
に必要情報を手入力し、登録 

• 課題（②-1ｰ4）の（案B）と同様 

課題②-3（運用管理組織の整備） 

（②-3-1）運用管理組織の検討 

ー 
• 全県的な仕組みとなるため、各施設の組織形態に依
存しない中立的な立場である運用管理組織を検討 

• 多くの地域医療連携ネットワークにおいては、協議会を組
成し、参加施設の確保やシステム方針等を検討後に、運用
管理組織を整備しているケースが多い（参考P24～25） 

「●」：委員会において、対応方針（案）を
特に協議頂きたい課題 
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「②臨床・介護現場データの集約・連携」の実現方法（案） 

【課題（②-1-3,②-1-4,②-2-1,②-2-2）】機能拡張性を確保するとともに、関係機関が
容易に参加できる仕組みを検討しています 

データセンター 

病院局DB 

（データセンター） 

診療情報連携（テンプレート入力） 
診療情報／分析結果参照 

県立病院 県立病院 中核病院 後方支援病院 薬局 医科・歯科診療所 

診療情報連携 

（テンプレート入力） 

診療情報連携（テンプレート入力） 
診療情報／分析結果参照 

病院局 その他病院 

（新潟大学病院等） 

地域医療連携ネットワークシステム 

（さどひまわりネット等） 

NGT（クラウド環境） 

その他項目 

糖尿病関連項目 

標準項目 

医科・歯科診療所、薬局 

医科・歯科診療所 

薬局 

その他病院 診療系サーバ 
（電カル、医事会計等） 

診療情報参照 
診療情報連携 

（テンプレート入力） 
診療情報参照 

診療系サーバ 
（医事会計、調剤システム等） 

・・・ 

セキュアな 

ネットワーク 

セキュアな 

ネットワーク 

セキュアな 

ネットワーク 

セキュアな 

ネットワーク 

• 病院局DBを経由し、診療情報連携、
診療情報／分析結果を参照 

• 既存の地域医療連携ネットワークの仕組みを変
更せず、当該情報の収集機能をネットワーク運
営主体と調整（強制ではなく、任意） 

基盤部分 

患者ID連携 

標準連携インターフェース（API） 

利用者認証 

診療情報参照機能 テンプレート入力機能 

ポータル機能 

（課題②-2-1） 

• アプリケーション機能は委員会の検
討結果を踏まえ整理 

GW GW GW GW 

ログ管理機能 

（課題②-1-5） 
• DB整備費、保守費等の負担

者・負担方法は別途整理する概
算費用を踏まえ検討 

同意患者管理 

県立病院 

（課題②-1-4） 

• 病院システムの情報をテンプレートに自動反映するか、又は、医療従事者がテ
ンプレートに必要情報を手入力する方針とするか要検討 

（課題②-1-5） 

• 「診療情報連携（テンプレート入力）」、「診療情報／分析結果参照」に係る費用
負担者・負担方法は別途整理する概算費用を踏まえ検討 
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地域医療連携ネットワークにおける運営管理組織の整備ステップ（例） 

（参考）【課題②-3-1】地域医療連携ネットワークの運営管理組織は、任意団体にて方
針検討・関係者合意後に運営組織を整備していることが多く見受けられます 

 県内の有志により任意団体を発足 

 運営委員会（意思決定機関）と作業部会（システム構築委員
会等）を組成、運営委員会は各組織の理事等の上層部が参
加し、作業部会は主要な現場担当者が参画することが多い 

 

 医療情報連携ネットワークの全体構成、要件整理 

 

 システム整備費用、運用保守費等の確認 

 

 各参加施設における負担費用の調整・合意 

 

 各施設に対する参加協力依頼（説明会等の開催） 
 

 運用管理組織の事務局職員の確保 など 

【運営委員会（メンバー例）】 
• 医師会（県、中核都市）上層部 

• 歯科医師会 上層部 

• 薬剤師会 上層部 

• 看護協会 上層部 

• 大学病院 上層部 

• 県立病院 上層部 

• 中核病院 上層部 

• 県庁 上層部 など 

【作業部会（メンバー例）】 
• 医師会（県、中核都市）関係者 

• 歯科医師会関係者 

• 薬剤師会関係者 

• 大学病院関係者 

• 県立病院関係者 

• 中核病院関係者 

• 県庁担当者 など 

 事務局職員が新法人等を設立し、組織体制を整備 

 役員は任意団体のメンバーが引き続き担うケースが多い 

 システム整備～運用～機能拡張・リプレイスなどは、事務局
にて実施し、必要に応じて作業部会等を組成する 

 医療情報連携ネットワーク整備に係る公示・入札 

 

 システム構築に係る工程管理 

 

※その他業務内容は次頁参照 

【理事会役員例】 
• 医師会（県、中核都市）上層部 

• 歯科医師会 上層部 

• 薬剤師会 上層部 

• 看護協会 上層部 

• 大学病院 上層部 

• 県立病院 上層部 

• 中核病院 上層部 など 

事務局 

県 

支援等 
支
援
等 

作業部会 

支援等 

主な検討事項 運営体制 
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運用管理組織における主な業務（例） 

（参考）【課題②-3-1】システム整備前にあらかじめ関係者と調整し、業務を運営でき
る組織体制を整備しておくことが必要となります 

業務分類 業務 主な作業 

法人運営・
企画 

会議体（総会・理事会・
その他）の開催・運営 

• 会議資料の作成 

• 会議案内の通知 

事業企画 • 法人事業計画（短期、中長期な
ど）の策定 

システム企画 • システム化方針の策定 

• 情報システム調達仕様書の策定 

• ベンダー等の作業管理 

行政機関への報告 • 事業報告書、決算報告書の作成 

総務 組織体制整備 • 採用、異動、退職、配置等への対
応 

事務所管理 • 事務所の確保、清掃、備品等の
整備 

書類管理 • 法人に関する書類管理（定款、事
業・決算報告書等） 

経理 契約管理 • 契約書の作成／管理 

• 納品物の検収 

• 請求書の受領／支払 

入金管理（参加施設か
ら利用料を徴収する場
合） 

• 請求書の送付 

• 入金状況管理（確認） 

広報 対内活動 • 法人内関係者、参加施設への情
報発信 

対外活動 • 広報活動、メディア対応 

業務分類 業務 主な作業 

システム管
理（利用管
理） 

施設管理（参加、退会、
変更） 

• 施設入会／退会／変更申請書の
受領 

• システム利用環境設定の手配／撤
収／変更 

• 施設情報登録／削除／変更 

ユーザ情報管理（登録、
変更、削除） 

• ユーザ情報登録／変更／削除申
請書の受領 

• ユーザ情報の登録／変更審査 

• ユーザ情報の登録／変更／削除 

患者同意管理（同意、
変更、撤回） 

• 患者同意／変更／撤回申請書の
受領 

• 患者同意／変更／撤回申請書の
保管 

• 患者情報のシステム入力／変更／
抹消 

システム管
理（運用保
守） 

ヘルプデスク • システム操作等に係る電話、メー
ル対応 

• 保守ベンダーへのエスカレーション 

• 問い合わせに対する回答 

インシデント管理 • インシデント内容の確認 

• 保守ベンダーへのエスカレーション 

• 参加施設への周知 

統計管理 • 各種利用状況などの統計データの
生成 
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「③県民の健康情報基盤の構築」実現に向けた課題 

「①健診・保険請求データの集約」と「②臨床・介護現場データの集約・連携」の個人
情報をどのようにひもづけるかがキーポイントとなります 

５ 

NGT 

 

 

【②臨床・介護現場データDB】 

その他項目 

【①健診・保険請求データDB】 

介護レセ 

課題③-1（取組①と②の個人情報の突合） 

（③-1-1）個人情報データの突合方法の検討 

→「①健診・保険請求データの集約」と「②臨床・介護現場データの集約・連携」の個人情報のひもづけ
方法について検討が必要 

③県民の健
康情報基盤 

個人情報 
をひもづけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題③-1 

課題③-2 

課題③-2（運用管理組織の整備） 

（③-2-1）運用管理組織（新法人設立等）の検討 

→学術団体等における研究、企業の研究開発など、第三者提供の範囲を踏まえた運用管理組織の検
討が必要 

健診情報 

医科・調剤レセ 

糖尿病関連 

標準項目 
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「③県民の健康情報基盤の構築」実現に向けた課題に対する対応方針（案） 

基本的に国の医療ICT政策に従い個人情報データの突合、運用管理組織を整備する
ことが有用だと想定されます 

課題 協議対象 対応方針（案） 備考（補足、懸念事項等） 

課題③-1（取組①と②の個人情報の突合） 

（③-1-1）個人情報データの突合方法の検討 

ー 

• 取組①と②に集約された個人情報のひもづけは
医療等ID（個人単位の被保険者番号）を活用する 

• 国が想定している2020年度からの医療等IDの運用

開始後に取組③を整備することが想定されるため、
独自に個人情報をひもづける仕組みを整備する必
要性は低いと想定される 

課題③-2（運用管理体制の整備）  

（③-2-1）運用管理組織（新法人設立等）の
検討 

ー 

• 大学等の研究機関の研究に加え、企業の研究開
発等の目的のため、匿名加工情報の提供を想定
する場合には、次世代医療基盤法で規定された
「認定匿名加工医療情報作成事業者（認定事業
者）」としての組織を整備 

• 認定事業者の認定は、登録免許税法第２条に該当
するため、申請者に対して登録免許税が課税（１件
につき15万円）される 

 

• 申請から認定までの標準期間は約4カ月 

 

• 認定事業者を目指し、医療情報システム開発セン
ター（MEDIS）が「一般財団法人匿名加工医療情報

公正利用促進機構」、日本医療ネットワーク協会が
「一般社団法人Life DataInitiative」をそれぞれ6 月

に設立している他、日本医師会も法人設立の方針を
打ち出している 

「●」：委員会において、対応方針（案）を
特に協議頂きたい課題 



「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクト推進委員会設置要綱（案） 

 

（目的） 

第１条 健康・医療分野のデータの利活用により、県民の健康増進、県民が質

の高い医療を安心して受けられる環境の実現や医師の研究環境の改善を図る

ため、「新潟県民の医療・健康・介護を統合したケアのための新世代情報基

盤」（以下「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」という。）プロジェクト

を推進することとし、専門的見地からプロジェクト推進のための構想（ロー

ドマップ等を含む）の検討を行うため「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」

プロジェクト推進委員会（以下「推進委員会」という。）を設置する。 

 

（協議事項） 

第２条  推進委員会は、「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクト

の推進について次に掲げる事項を協議する。 

（１) 「にいがた新世代ヘルスケア情報基盤」プロジェクトの構想（ロードマ

ップ等を含む）の策定に関する事項 

（２）健康・医療分野のデータの収集及び分析等に関する事項 

（３）健康・医療分野のデータの利活用に関する事項 

（４）健康・医療分野の統合データベースの構築に関する事項 

 (５) その他、プロジェクトの推進に関して必要と認められる事項 

 

（委員） 

第３条  推進委員会の委員は、次に掲げる者から構成する。 

(１) 新潟県福祉保健部健康情報管理監（以下「健康情報管理監」という。） 

  (２) 学識経験者 

  (３) 新潟県医師会代表者 

（４）前各号に掲げる者のほか、必要と認められる者 

２ 委員の任期は、１年間とする。ただし、委員から退任の申出がない場合に

は、任期を１年間延長するものとし、その後もまた同様とする。 

  なお、委員が任期途中で退任した場合の後任者の任期は、その前任者の残

任期間とする。 

 

（会議） 

第４条  推進委員会の座長は、健康情報管理監とする。 

 

（庶務） 

第５条  推進委員会の庶務は、福祉保健課において処理する。 

 

附 則 

この要綱は、平成30年 月 日から施行する。 

別 紙 


